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「提言」および「フォローアップ活動」 

（第一次提言）https://goo.gl/N4zp1x 

 
政策提言 

『定住外国人受け入れビジョン 
－明るい未来を創るために－』 

 
（2015.11.16） 

 

（第二次提言）https://goo.gl/mB5ZJC 

 
「定住外国人の受け入れ」に関する 

第二次提言 
～未来への投資として明確な方針の下で定

住外国人の受け入れを～ 
（2016.12.16） 

 

 
2016.11.12「東京ラウンド」平河町 JA 共済カンファレンスホール 

 
2017.6.17 新移民時代「フクオカ円卓会議」九州大学西新プラザ大会議室 

https://goo.gl/N4zp1x
https://goo.gl/mB5ZJC
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東京ラウンドおよび地域意見交換会のフォローアップ 
 
2016 年に実施した東京ラウンドおよび 7 地域の地域意見交換会のうち、下記地域について

フォローアップ取材を行った。 
2017/11/22 新宿区 

日時：2017 年 11 月 22 日（水）14 時 00 分〜16 時 00 分 
    （新宿区多文化共生会議まちづくり会議） 
場所：新宿区役所 

2017/11/29 浜松市 
日時：2017 年 11 月 29 日 13 時 30 分～15 時 00 分 
場所：浜松市役所本庁舎５階 国際課 
出席：浜松市 佐藤、原川、斎藤 未来を創る財団 麻植、戸田（記） 

2017/12/12 愛知県 
日時：2017 年 12 月 12 日（火）10 時 00 分～11 時 30 分 
場所：愛知県本庁舎３階 特別会議室 
出席：愛知県 竹澤（企画課）、久米（企画課）、佐藤（国際課）、芳賀（多文化共生推進室）、

小関（産業労働政策課） 
   未来を創る財団 麻植、磯山、戸田（記） 

2018/01/11 および 2018/01/12 豊岡市 
  日時：2018 年 1 月 11 日（木）9:30～10:00 
  場所：都市センターホテル（ロビー） 

インタビュ：中貝宗治市長 
未来を創る財団：石坂・麻植 
日時：2018 年 1 月 12 日（金）13:30～14:30 
場所：豊岡市役所会議室  
インタビュ：大交流課小林辰美参事 
未来を創る財団：磯山・麻植 
日時：2018 年 1 月 12 日（金）15:00～16:00 
場所：城崎国際アートセンター  
インタビュ：田口幹也センター長 
未来を創る財団：磯山・麻植 
日時：2018 年 1 月 12 日（金）16:30～17:30 
場所：城崎西村や会議室 
インタビュ：西村総一郎社長  
未来を創る財団：磯山・麻植 
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第Ⅰ期中期計画 プロジェクト 

2016年 1月～2018年 12月 

 

～ 明るい未来を拓く workshop ～ 

地域活性 「地域おこし人サミット」     磯山友幸座長 

国際交流 「定住外国人政策研究会」     國松孝次座長 

女性活躍 「社会生産性研究会」（仮称）    斉藤 惇座長 

教育改革 「AI 時代におけるリベラルアーツ」 （座長未定） 

 

 いま日本社会は、世界に例を見ない過剰債務と人類史上経験のない超高齢化社会に直面

し、医療・介護・年金・労働市場の改革、世代間所得・資産の再分配、財政・税制改革の

検討、高齢者優遇に偏向した政治システムなど多くの問題を抱えている。 

 これらの現状や問題・課題を先送りせず、果断に取りくみ、解決していく必要がある。

さらに、「来たるべき未来」に向けた「新たな社会の構築」を通じて、持続可能で明 

く豊かな未来を創っていくことが求められる。 

 

１．第Ⅰ期中期計画プロジェクトの前提 

 未来を創る財団は、上記の諸問題を視野に入れ、かつ中長期視点に立って、それらの解

決と新しい社会構築に貢献するため、「明るい未来を拓く workshop」プロジェクトを策

定、推進し、その成果を『提言』にとりまとめ発信することに注力する。 

 

２．「明るい未来を拓く workshop」活動の対象領域 

対象領域選定の基準 

・社会的コンセンサスの下に「継続して取り組み実現すべき課題、テーマ」領域 

・政権や政策に左右されることなく、「国内外で総力をあげて取り組むべき課題」領域 

・成果を上げるまで時間を要し、設立以来掲げてきた「社会の中長期的課題」領域 

・単独では成果があがりにくいが「底流において相互に関連しあう重要課題」領域 

選定した対象領域 上記の選定基準に基づきつぎの 4領域を選定 

「地域活性」地域社会・地域文化の再構築と新たな展開 

「国際交流」新たな視点による「交流」へとりくむ 

「女性活躍」女性が活躍できる社会の構築へ「社会の生産性改革」にとりくむ 

「教育改革」グローバル化社会、AI 社会での「自立・決断・責任」教育 

 

３．「明るい未来を拓く workshop」活動の内容 

" workshop A " 「地域活性」 

 日本の将来を左右する重要課題の一つ。行政主導によるアプローチでは限界がある。 

地域の活性化には、何よりも明治以来失われてきた各地域の文化を再興することが不可

欠。地域の特色、魅力、愛着を大切にして、地域文化を再興し、地方・地域を再生する。 

" workshop B "「国際交流」 

 人類は移住定住を繰り返しながら文明を発展させ、今日のような豊かな社会を迎えた。
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人の移動は基本的に自由であることが人類本来の姿と考えられる。 

 他国からの人びとを迎え入れることや、異文化との交流による刺激・触発・活性は、新

しい未来を拓く可能性を人びとに与える。 

" workshop C " 「女性活躍」 

 日本の女性が社会で活躍する比率は、国際比較できわめて低い水準にある。 

おもな原因は、労働に対する評価基準の問題と女性に固有の課題である出産に対する社

会的態勢と対応が不十分であること。その背景に職場における長時間労働の問題がある。 

長時間労働の主因は、わが国特有の低い生産性にある。 

問題の抜本解決には、大局的見地に立って、社会を構成するあらゆるセクターを視野に

いれ、「社会全体の生産性の改革」に取りくむ必要がある。 

" workshop D " 「教育改革」 

 遠山敦子氏「いま教育改革が目指すもの」（トヨタ財団理事長・元文部科学大臣）（本財

団「ニュースレターFuture +」第 4号）に述べられた以下の認識の下に取りくむ。 

『いつの時代も、どの国でも、一国が岐路にたつとき、あるいは未来に希望を見出したい

とき、必ず教育の重要性が説かれるものである。』（遠山敦子氏） 

 

日本がいま直面する問題として； 

１ 近い将来確実に到来する急激な人口減の問題。 

これまで日本が経験したことがない少子化、高齢化の到来。 

その時、今の子どもたちは果たして満足できる人生を自ら紡ぎだせるか。 

２ 世界はグローバル化の波に洗われている。これからの人生を生きる子どもたちにグロ

ーバル時代を生き抜く力を身につけるよう教育の力点を置くことが不可欠である。 

３ 日本は膨大な財政赤字、社会保障費の増大という避けがたい難問に直面し、これらを

どう解決していくのか。資源なき日本は世界における科学技術の研究開発の最先端を常に

走り続けることで成り立ってきたが、近年は、財政難による研究開発費の停滞、大学予算

の減少、研究者層の弱体化など日本の将来が懸念される。 

 

教育には、いかにして困難に立ち向かい創造性やイノベーション力を発揮でき、他者と

協働できる優れた資質をもつ人材を育成していくかが極めて重要な課題となる。 

 日本の教育の質的向上には、大学の改革こそが不可欠である。大学の在り方が変われば、

その下の高等学校教育が変わり、次第にその下の段階の学校に影響が及ぶからである。 

『各大学は自らの大学のねらいと改革目標を明確にし、この機に抜本的な改革に取り組

みを求めたい。それには大学の歴史、改革の潮流、小中高など日本の教育界全体への影響

を見極めたうえ、グローバル時代を牽引する大学の役割など多方面にわたる俯瞰的な視野

にたって進める必要がある。』 

 社会の側においても、将来性ある真に実力を備えた人材の育成のために、理解と支援が

必要である。 

 

 教育の果たす役割は想像を超えるものがある。教育への投資が巨大な果実を生むことを

忘れてはならない。 
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未来を創る財団 2018.2.23 
イニシアチブ Nippon プロジェクトⅡ 
座長：斉藤惇 座長代行 磯山友幸 

 

「社会生産性研究会」（仮称） 

 
テーマ：社会に求められる生産性改革 
加速度的に進む労働人口の減少、肥大化する社会保障費、拡大する世代間格差。IT・デジ

タル化で先行する欧米諸国。中国、インドその他アジア諸国他の新興国の急速な技術発展。 
劇的な生産性の改革をおいて、グローバル競争を生き残る路はない。 
 
【生産性改革の限界】 
生産性改革が叫ばれる中、製造業以外の分野では、生産性改革は実効を得ていない。 
製造業をモデルとする従来型生産性の改革も、限界を示している。 
男性優先社会のまま、保育所を増やすだけでは、女性の社会活躍は進まない。 
残業廃止を号令するだけでは、オフィスやサービス・セクターの生産性は上がらない。 
社会全体に根差す文化、風土、思考に、新たな風を吹き込む必要がある。 
 
【具体的には】「社会 ROE」：新たな視点から考える生産性（試案） 
１ 大局アプローチ 
「製造業型生産性」から「社会の生産性」思考へ 
→ パブリック・セクターを含む「社会全体の生産性」向上へ 

1-1 企業 ROE 
1-2 社会システム ROE 
1-3 経済社会 ROE 
1-4 生活 ROE 
1-5 福祉 ROE 
1-6 国家 ROE 

 
２ 社会の価値観 
「男性中心型」社会の価値観から「多様性指向」の社会価値観へ 
→「個人」「家庭」「コミュニティ」重視の視点へ 

 
３ 生産性の再定義 
  →「生産性」の因数分解から解明を進める。 
 
４ 生活・人生の価値観「生活・人生の中心」へ 

人財育成「ヒューマン・リソース」を社会全体で育成 
第 1 次報告 2018 年秋を目標にまとめる。 
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2018 年 4 月 
「地域おこし人サミット」 

 
一般財団法人 未来を創る財団 代表理事 石坂芳男 
INP「地域おこし人サミット」 座  長 磯山友幸 

 

 
少子化と人口流出による働き手不足は、地域が衰退する全国共通の問題となっている。 
外国人観光客による需要が活気をもたらしている地域もあるが、地域を活性し、発展させるために

は、地域自らの努力による地域力の強化が必要である。 
人手不足などを理由とせず地域の力を掘り起こすため、未来を創る財団は INP イニシアチブ

Nippon プロジェクト第二弾として「地域おこし人サミット」を企画提案する。 

「地域おこし人サミット」概要 

日本の各地には、地域おこしに取り組み、素晴らしい成功例をもつ地域おこしのキーパーソンがお

られるが、相互のノウハウ共有や連携には至っていない。 
本企画は、地域や業態での成功体験、ノウハウをヒントとして、それぞれの地勢、風土、気風、歴

史などの特性を活かし、地域圏文化の再生・交流、ノウハウの共有・拡大、都会人脈のネットワーク

づくり、ファンドレイジングの応用など、地域戦略の構築、進展を目ざします。分科会では、地域お

こしの達人を囲んだワークショップを行います。 
 

主 催：一般財団法人 未来を創る財団 
後 援：WEDGE 
会 期：2018 年 6 月 30 日（土）・7 月 1 日（日） 
 

スケジュール： 
１ 6 月 30 日（土） 14:00～17:30 分科会 会場１ 
２ 6 月 30 日（土） 18:00～20:30 懇親会 会場１ 
３ 7 月  1 日（日） 10:00～11:30 分科会 会場１ 
４ 7 月  1 日（日） 13:00～16:00 本 会 会場２ 
会場 1：都市センターホテル 会場２：JA 共済カンファレンスホール 

＊本企画は未来を創る財団設立 5 周年記念プロジェクトです。 
連絡先：未来を創る財団 事務局長 麻植 茂（おえしげる）090-3330-3584 
    abrighterfuture@theoutlook-foundation.org 

mailto:abrighterfuture@theoutlook-foundation.org
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本サミットで「地域おこし人サミット実行委員会」を結成し、持続的な活動として継続。情報の共

有、ネットワーク化をはかり、成果を「提案」「提言」として公表する。 
 
＜宿 舎＞ 都市センターホテル 
＜運 営＞ 総合コーディネーター：座長 磯山友幸（ジャーナリスト） 

ラウンドテーブル：地域おこし人（20 人） 
関係者：地域おこし人支援・協力者（40 人） 
その他：メディア関係者（20 人） 
一般参加者：公募（定員 150 人） 
分科会コーディネーター：水代 優（地域おこし起業家） 

分科会（例示） 
テーマ 地域または業態 キーパーソンなど 

六次産業と一次産品 熊本県菊池市 江頭氏・渡辺氏 
資金集めと地域再生 ファンドレイジング 大西氏 
アートと街おこし 兵庫県豊岡市城崎 田口氏 
ショッピングセンター化と再生商店街 香川県高松市丸亀町 古川氏 
コミュニティ核づくりと公民館 広島県 公民館再生活動 
村民百貨店と道の駅 京都府南山城村 畦地氏 
人の誘致と IT インフラ 徳島県神山町 神山モデル 2.0 3.0 
酒蔵おこしと地域おこし 北海道上川郡上川町 都会人脈に繋ぐ地域活動 
連絡先：未来を創る財団 abrighterfuture@theoutlook-foundation.org 
事務局長 麻植 茂（おえしげる）090-3330-3584 
東京都港区北青山 1-2-3 青山ビル 12F 太陽グラントソントン税理士法人内 

http://www.theoutlook-foundation.org/ 
 

  

  
 

mailto:abrighterfuture@theoutlook-foundation.org
http://www.theoutlook-foundation.org/
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2017.01.17 日中アジア学生交流・奨学基金に私財 －香港の篤志実業家曹基鏞氏を訪問 
2017.01.25 オープンセミナー「外国人受け入れ」－労働力の確保と企業の社会的責任

の観点から－ 
2017.02.23 警察政策フォーラム「国際化の進展への対応」 ～定住外国人の増加をめぐ

る問題を中心に～ 
2017.04.07 第 1 回「定住外国人」メディア懇話会 
2017.06.17 News 新移民時代「フクオカ円卓会議」 
2017.06.20 第 2 回「定住外国人」メディア懇話会「ドイツにおける移民問題」 
2017.06.21 News「日中こども交流会」来訪 
2017.08.30 News 外国人留学生交流支援団体「グローバル愛知」の発足 
2017.10.11 News 「今後の研究活動方針」定住外国人政策研究会 
2017.10.23 News タイ国と一帯一路の交差「トヨタ財団助成式記念講演」 
2017.10.24 News DR MD MIZANUR RAHMAN 
2017.10.28 News 満載の自然食品を発信しつづける菊池市を見学 
2017.10.31 西日本新聞社「石橋湛山記念 早稲田ジャーナリズム大賞」を受賞 
2017.11.13 News 大震災後のネパールを訪問 
2017.11.13 News 大館市「地域における外国人問題への取り組み」講演会 
2017.11.17 News ネパールの日本語学校 
2017.12.08 News ブイチトルン教授を迎えて定住外国人政策研究会 
  
 ・・・2018 年 1 月以降・・・ 
2018.01.11 News 意見交換会フォローアップ「豊岡市」 
2018.02.20 News シアトル日米協会シンポジウム 
2018.02.21 News シアトルの企業群見学 
2018.03.05 News 台湾・地方創生政策推進 
2018.03.12 News スイスワインを楽しむ会 
2018.03.28 News 米ワシントン州シアトル日米協会ディレクターが来訪 
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日中アジア学生交流、奨学基金に私財－香港の篤志実業家曹基鏞氏を訪問 

 
2017 年 1 月 12 日（木）、曹基鏞（ロナルド・チャオ）氏をオフィスに訪問した。 
同氏は 1958 年東京大学工学部に入学。卒業後、米イリノイ大学で修士。香港に帰国して

家業を継ぎ財をなした。「大学 3年のとき、NPOの企画する学生交流のプログラムに参加

する機会に恵まれ、3週間各国の留学生や日本人学生たちと寝食を共にし語りあった。そ

のときの仲間とは今も交流し人生を共有しています。」このことの大切さを次世代に伝

え、アジアのリーダーを目指す若者を育成し、体験させたいとの思いから 1000 万米ドル

（10 数億円）を拠出し、自ら日中の大学を回って説得し、参加を呼びかけた。 

 
（2016 年来日時） 

 
（左 曹恵婷理事長）（石坂芳男財団代表理事と曹基鏞氏） 

同基金会はアジア次世代指導者奨学金プログラム The Asian Future Leaders Scholarship 
Program（AFLSP）を創設。AFLSP は、毎年 100 名余り、アジア次世代の指導者とな

ることが期待される高い能力と向上心を持つ学生・研究者を選抜し、12～24 ヶ月の奨学

金を支給するプログラムを行っている。さらに、財団法人百賢亜洲研究院（東京）を百賢

教育基金の出資により設立、奨学金その他関連する教育プログラムを運営している。 
奨学金は 6 校のアンカー大学および百賢亜洲研究院が指定するパーティシペイティング大

学の学部、修士・博士課程にて、学位取得を目指す希望者に対して、選考の上、支給され

ます。 
名前はいらない。どこにも氏の名前が入っていないのが同氏の哲学。 
アンカー大学：北京大学、浙江大学、香港科技大学、早稲田大学、一橋大学、京都大学 
パーティシペイティング大学：清華大学、復旦大学、上海交通大学、香港大学、香港中文

大学、台湾大学、ソウル国立大学、東京大学、慶應義塾大学、九州大学 
日本が大好きな曹基鏞氏ご夫妻は、今も毎年、数回、訪日されている。 
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オープンセミナー 「外国人受け入れ」－労働力の確保と企業の社会的責任の観点から－ 

 
2017 年 1 月 25 日（水）13:30 から経団連会館国際会議場において、太陽グラントソント

ン主催の「働き方改革と企業経営」セミナーが開催された。 

 
400人参加者を前に、定住外国人政策研究会座長の國松孝次（未来を創る財団会長）が、

大使として赴任したスイスの事例、世界各国とわが国で理解の異なる移民概念の説明、現

実に 200万人を超える外国人居住者に対し生活者としての対応が必要である、など現状認

識とこれからの課題について、懇篤な解説が行われた。 

本講演の詳細は、未来を創る財団ニュースレターに掲載されている。https://goo.gl/kw7uaU 
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警察政策フォーラム「国際化の進展への対応」  ～定住外国人の増加をめぐる問題を中心に～ 

 
2017 年 2 月 23 日（木）13:00 からグランドアーク半蔵門において、警察庁主催の頭書フ

ォーラムが開催された。 

 
一般に、警察庁は外国人問題に対して消極的とおもわれていることが多いが、フォーラム

に参加してよく分かったことは、警察は社会の安全安心を確保することを基本的任務と

し、外国人に対する予見、予断をもっているものではない。言い換えれば、社会全般の現

状に則した現実的対応を図ることに主眼があることを学んだ。  

  

プログラムは、EUブリュッセル自由大学教授、法務省大臣官房審議官、来日歴 40年ブイ

チトルン愛知淑徳大学教授など、本日のテーマを存分に議論する顔ぶれがそろい、中身の

濃いフォーラム。改めて安心、安全を見つめるよい機会ともなった（麻植 茂記）。 

 2017 The Outlook Foundation, All rights reserved.   
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第 1 回 「定住外国人」メディア懇話会 

 
2017 年 4 月 7 日（金）11:30 からシーボニアクラブ（霞が関・日比谷中日ビル）で定住

外国人に関するメディアの懇話会を開催した。 
本懇話会は、定住外国人政策研究会（國松孝次座長）による第一次および第二次「提言」

をさらに前進させる一方、その周知方と情報収集を担うメディアの方がたの意見交換の場

として企画。 

 
当日は、昨年行った 7地域 6か所で行った定住外国人に関する「地域意見交換会」での議

論を受けて、特区新法案と「定住外国人」について、有識者を招いて、活発な意見交換を

行った。 

未来を創る財団は、地域活性に関する諸施策のあり方を 2017年の課題として取り組んで

おり、定住外国人をめぐる議論の進展も積極的に進める姿勢でいる。 
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2017.06.17 News 新移民時代「フクオカ円卓会議」 

 
 
6 月 17日（土）13:30～九州大学西新プ

ラザ大会議室において、西日本新聞社

主催、未来を創る財団共催で、新移民

時代シンポジウム「フクオカ円卓会

議」が開かれた。 

180人の参加者を前に主催西日本新聞社

柴田建哉社長は、昨年来取り組んでき

た新移民時代のキャンペーン報道は、

メディアとして息長く取り組むテーマ

であると挨拶。  

つづいて基調講演で、未来を創る財団の国松会長は、「人口減少のペースが激しく毎年 78

万人減少していく、これは毎年熊本市がなくなっていくような規模である。人口減少の対

策として、イノベーションを起こそうだとか、女性や高齢者の活躍を推進しようという話 

 

があがるが、人口減少のペースを考えると

それだけでは追いつかない。それであれ

ば、外国から人に来てもらおうという話に

なるのが自然な流れだが、首相が「移民政

策」を取らないとしており、議論が進まな

い。 

こうした時に西日本新聞が「新移民時代」

というキャンペーン報道をしたのは大変

に意義深い。」と述べた。 
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円卓会議は、12人のパネリストと 180人の会場参加者が一体になって共に考えるコンセ

プトで設営された。 

 

・はじめは、出稼ぎ留学生というコピーに、何を言うのかと衝撃を受けた。次第に人口減

少による労働力不足が深刻なかい離を生んでいる状況がよく分かった、というパネリスト。 
・ネパールに行って驚いたのは、日本語学校がビジネスとして非常に盛んになっている。

日本語まったく話せない講師や、クオリティが低いところもいくつもあった、と語る記者。 

・ネパール出身の元留学生。ネパールは発展途上なので、さまざまな国へ稼ぎに行く。自

分は、はじめ 2007年に大分の日本語学校に留学した。まったくわからない習慣や社会、日

本はルールがあって時間をしっかり守るが、ネパールはそういうのはあまりない。子供を

呼び寄せたが、いじめに会って、早くネパールへ帰りたいと親を困らせた、と語る。 

・異文化の人といるとストレスがある。日本人同士で、話さなくてもわかるという関係。

空気が読める人たちといた方が居心地がいい。など、文化というのは排他的な性質を持つ。

同じ文化の人たちだけの方が結束力は高くなるが、慣れや教育訓練によって対応はできる。 

共生社会をつくるにあたって、市民と一緒に継続して取り組んでいく必要があると、移民

政策者は述べた。 

・柳川から「やさしい日本語ツーリズム」をはじめる運動の紹介もあった。 

多岐にわたる課題を語り合い、会場からも鋭い質問、意見が続いた。 

会場がテーマを共有した一体感のなか、70代の男性は、50年来西日本新聞を愛読してい

る。シンポジウムなど出るのは初めてだが、重要性を感じて参加したと語った。 

パネリスト各位、会場参加者各位、まことにありがとうございました。 

閉会にあたり、未来を創る財団石坂代表理

事は、以下 3 つの事柄に取り組んでいきた

いと述べた。 

１ 外国人にはフロントドアから入ってい

ただく仕組みをつくる。 

２ 定住外国人に、ワンストップで対応で

きる受け入れセンター・部署を設ける。 

３ 人手不足にどう対応していくか、明確

なポリシーをたてる。  

1 年に及ぶ企画、計画、取材、報道で日本社会の課題に取り組み、直面する問題をえぐり出

した社会部取材班、それをバックアップされた西日本新聞社に改めて深い敬意を表します。 
 

© 2017 The Outlook Foundation, All rights reserved.  
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第 2 回 「定住外国人」メディア懇話会「ドイツにおける移民問題」 

 
2017 年 6 月 20 日（火）11:30 からシーボニアクラブ（霞が関・日比谷中日ビル）で第 2
回定住外国人に関するメディア懇話会を開催した。 
毛受敏浩日本国際交流センター執行理事（未来を創る財団理事）を講師に、この日の主題

は「ドイツにおける移民問題」。

 
ヨーロッパで最もうまくいっている移民政策とされてきたが、難民急増にどう立ち向かう

かもにも注目が集まる。 

第二次大戦後、長い間、ドイツはトルコからの移民を中心に国策として、外国人受け入れ

を積極的に進めてきた。 

戦後の廃墟から立ち上がり、ヨーロッパをけん引する製造大国、経済大国として復活した

影には、賢明な移民受け入れ政策があったとされている。 

ドイツでは、移民に対して、言語能力のテストを実施し、一定のレベルに達していない外

国人には、年間 600時間の言語研修の受講を義務付け、労働者、生活者として、円滑な受

け入れを図っている。 

イスラミックステートなどの不安要因による昨今の急激な難民流入に対して、国策の変更

を行うのか、難民の通過国や周辺 EU諸国への被害の波及などをどうさばくのかも注目さ

れている。 

 
© 2017 The Outlook Foundation, All rights reserved.  

  

“ テーマ & ネットワーキング ” 12 Jan 17     “ A Brighter Future for the Next Generation ”                                               

        一般財団法人 未来を創る財団                            The Outlook Foundation                                         

 



17 
 

2017.06.21 News「日中こども交流会」代表来訪 

 
日中こども交流会の共同代

表、北村愛子さん、梁冰霏

Liang Bingfeiさんが、未

来を創る財団を来訪され、

相互の情報を交換した。 

中国に留学経験のある北村

さんは、いま 3 児の母親。

日本で起業した中国人社長

の秘書を約 10年務めた後、

現在は学生時代からの友人

が立ち上げたインバウンド

（訪日中国人向け）アプリ

事業を手伝っている。 

 

一方の梁さんは、留学した京都大学で医学博士に。同じ京都大学で学んでいた日本人数学

者と結婚。一気に 2児の母親になり、目下産休中。 

このお二人が今年 4月、日中のこどもを交流させようと立ち上がり、交流会の組織化を目

指している。 

幼児の発達段階にあわせて、0～3歳、4～6歳、7～9歳での交流により、将来の友好青少

年層をつくっていきたいと壮大な目論見がある。 

梁さんは、医学者の立場から、日本の育児の優れた点も中国に紹介したいと述べる。 

「国際交流」「女性活躍」「教育改革」「地域活性」による明るい未来を目指す当財団との

接点は少なくない。 
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外国人留学生交流支援団体「グローバル愛知」の発足 
 
8 月 31 日（木）、ANA クラウンプラザホテルグランコート名古屋で、名古屋地区の留学

生、大学関係者、自治体関係者、社団関係者 70 名が参加し、一般社団法人グローバル愛

知の設立パーティが開かれた。 

 

グローバル愛知の代表理事を務めるナガサキ工業社長長崎洋二氏は、昨年 6 月、未来を創

る財団が名古屋で開催した「定住外国人受け入れ地域意見交換会」の意見発表メンバー。

留学生が就職できないまま帰国する現状を憂慮して、未来を創る財団と意見交換を重ね、

中部・名古屋地域の経営者に呼びかけて、社団法人を設立した。 

 

（一社）グローバル愛知は、

学生が企業に勤務する場合に

不可欠な日本語能力の向上に

向けて、日本語教室を開いて

いる。企業と留学生との交流

会も行なう。開会の挨拶にた

った長崎代表理事は、多くの

留学生を前に、さながら留学

学校の校長先生。 

左：開会挨拶の長崎洋二代表理事 

知名度の高い企業名しか知らない留学生が日本で就職するためには、まず地域企業のこと

をよく知る必要がある。仲間との情報交換も重要だ。交流会の運営はカギである。 
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本日司会のエリオット・コンティ事務局長は、自

身、今年 3月まで留学生。米国オハイオ州出身。

流ちょうな日本語と英語で会場を盛り上げる。 

南山大学留学生として来日後、大阪市立大学大学

院で社会学修士。大阪の貧困地区西成を研究フィ

ールドに、ニューカマー移民の観点から西成地区

を説いた。修士論文はもちろん日本語。  

企業の側も、特別視せず受け入れる環境を整えるため、勉強する必要がある。外国人は、

日本に生まれていたら普通知っていることも知らないことがある。 

グローバル愛知に賛同する企業は、人手不足を実感する中小中堅企業が主体だが、安く外

国人の労働力を使う考えは毛頭なく、優秀な人材を期待する企業が多い。グローバル愛知

の理事 7 名中 6 名は、みな、地域の有力中堅企業の経営者だ。 

 

乾杯で挨拶する愛知県政策企画局国際課

の本庄課長補佐。 
同国際課は、今まで企業に説明して回る

側だったが、今回は企業の積極的参加

で、後見的役割でバックアップ。 
官の旗振りでなく、民間企業が自ら動い

たことがグローバル愛知の特色だ。地域

自治を統括する県との呼吸もぴったり合

っている。留学生を指導する大学教授

他、大学関係者の参加も多かった。 
留学生が企業に就職する場合、学生生活ですでにある程度、日本社会を体験している。日

本が好きでやってきた留学生が多い。指導する大学関係者の熱意も大きな力である。 
未来を創る財団は、後援団体として、グローバル愛知を

側面支援している。 
未来を創る財団石坂芳男代表理事は「地域企業の熱意が

グロ－バル愛知の発足に繋がった。地域活性は、未来を

創る財団がかかげる主要 4 課題の一つであるが、生活者

として外国人を受け入れる地域と協力し合い、定住外国

人としての留学生受け入れによって、地域の活性がさら

に進展していくことを期待したい」と挨拶した。 
ものづくり日本をけん引する中部名古屋地域の一角から

起こったこの動きは、一味違った産官学連携の好例であ

る。民から興していく地域再生が、さらなる広がりへ繋

がるよう努力していきたい。 
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2017.10.11 News 「今後の研究活動方針」定住外国人政策研究会 
 
日時：10 月 11 日（水）18:30～ 
場所：シーボニア 
出席者：石坂・磯山・鈴木・毛受・戸田・麻植 
議題：今後の研究活動方針進め方 
 
・地域意見交換会の調査研究的フォローアップ→磯山氏・戸田氏 
→決定：磯山・戸田両氏で協議して進める。 

・「提言」の検証 → 提言後（3 年後）、第 2 ラウンドテーブル開催を企画実行 
→実施方法は次回協議 

・難民の問題 
移民と難民とが混同されている。違いを明確にするための企画を行う。 
→石川エリ氏（毛受氏紹介）に面談する（担当：石坂氏） 

（新宿区諏訪町自治会が過去にロヒンギャ難民の受け入れを行った実績がある） 
現状、経緯、今後について、情報を得る。 

・大館市での講演（予定） 
11 月 13 日に大館市で行う講演会（講師：石坂氏）は、大館側の準備に従い、実施後、再

度イベントを行う状況か判断する。 
・ブイチトルン教授招聘の件→12 月開催決定 
・ポイント制：いい事例をサーチ 
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2017.10.23 News タイ国と一帯一路の交差「トヨタ財団助成式典記念講演」 
 
10 月 23 日（月）14:00 よりハイアット・リージェンシー東京（新宿）でトヨタ財団の助

成金授与式があった。数パーセントの難関を突破した多数の優秀なプロジェクトが、遠山

敦子財団理事長より助成金の授与を受けた。 

 

同財団は、「先見性」「市民性」「国際性」を標ぼうし、長年、生活・自然環境、社会福

祉、教育文化等の領域への助成を続けて、成功している。 
式典後、審査委員長末廣昭教授（学習院大学 国際社会科学学

部 学部長）によるタイ国の経済情勢と中国の一帯一路戦略な

どに関する興味深い記念講演があった。 
末廣教授は、タイおよび東南アジアの経済地政学のオーソリテ

ィとして知られる。 
・「中所得国の罠」とタイ経済 
・長期経済戦略と「Thailand 4.0」 
・東部経済回廊（EEC）とタイ大企業の戦略 
・中国の「一帯一路戦略」と EEC 
・The Thailand Way の行方 

 

タイでは、政治の混乱のなか、新国王の登場があり、経済戦略にも錯綜がみられる。 

 

前首相時代の 5 か年開発計画から 20 年国家戦略へ移行し、ドイ

ツ・産業 4.0 を参考した Thailand 4.0 が誕生した。 
新国王が政治、経済、国民に対して、どのようなスタンスで臨む

かは未知数であるが、東南アジアでもっとも経済成長で成功して

きたタイの今後の動向は注目に値する。 
『アジア地域の中の「東部経済回廊」開発構想』（左図）が動き

だせば、近隣諸国はもとより、東南アジア全域に大きな影響を与

えることが予想される。中国がこれに着目して、一帯一路戦略と

結ぶ構想を提案した。 
タイに進出した日本企業は多い。インド、米国の関心の寄せ方も

絡んでくると、世界でも有数のホットな地域になるだろう。 
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2017.10.24 News Md Mizanur Rahman を囲んで 
 
10 月 24 日（火）18:30、未来を創る財団毛受理事（日本国際交流センター執行理事）の

呼びかけで Md Mizanur Rahman を囲み、如水会館橋畔亭で夕食会を開いた。 
定住外国人政策研究会の石坂（財団代表理事）、毛受、鈴木、戸田、麻植各メンバーの

他、岡村財団理事、城西国際大学遠藤十亜希教授（ゲスト）が参加した。 
Md Rahman は、バングラディシュ出身、移民問題について詳しく、東南アジア全体の動

きについて驚くほど幅広い知識を持っている人で、日本各地でバングラディシュ人の起業

について調査研究をしたこともある、と紹介者毛受氏。 
遠藤教授をふくめて、定住外国人政策研究会のメンバーを前に； 
Migration Policy in Singapore “ What lessons for Japan? ” 
について、エネルギッシュな語りでつぎの提案を行った。 
Immediate actions: 
1) More care workers for elderly care under the Long-Term Care Insurance (LTCI) 
from more origin countries (lets take care of our senior citizens) 
2) Offering amnesty to most over-stayers with two to three years of work permits and 
allow them to travel back and forth (but no family reunion) 
3) Offering work permits to most university graduates for up to three years after 
completion of education and allow them to travel back and forth but no family reunion 
4) Professional jobs with limited supply of locals may be allowed for foreigners and 
qualified foreigners may be offered employment visa if recommended by companies 
(make the process easier) 
Md Rahman の提案は、外国人問題について、日本がとりくむべき主要な課題の指摘であ

り、今後、定住外国人政策研究会で検討討議していきたい。 

 
（左から）戸田・岡村・遠藤・Md Rahman・石坂・麻植・毛受・鈴木各氏 

 

“ テーマ & ネットワーキング ” 24 Oct 17     “ A Brighter Future for the Next Generation ”                                               

        一般財団法人 未来を創る財団                            The Outlook Foundation                                         

 



23 
 

2017.10.28 News 満載の自然食品を発信しつづける菊池市を見学 
 
集合：10 月 28 日（土）12:00 熊本空港 解散：10 月 29 日（日）17:00 熊本空港 

ジャーナリスト磯山友幸氏が主催する磯山勉強会で、震災後の熊本県菊池市を激励、見学

する企画があり、未来を創る財団から地域おこしの視察として参加した。 

 

菊池市江頭市長直々にお出迎えいただき 

   
市長の陣頭ご案内で、菊池市の物産と見

どころを、2 日にわたり余すところなく

視察見学した（菊池神社で記念撮影）。 
元寇襲来をさかのぼること 204 年前の

1,070 年、太宰府の高官として藤原則隆

が赴任がはじまりとされる。以来、太宰

府を中心とする九州北部の豪族の地とし

て名高い。菊池渓谷をはじめとするすば

らしい自然景観に恵まれている。10 年前

からはその自然を生かした自然農業にと

りくみ、自然食品の供給基地として、全 
国的にも次第にその名が知られ始めている。大都市の人間が感じたことを伝えるのも我わ

れの大切な仕事。到着の夜は、生産者、販売者、その他町の人びとと、走るブタや金賞に

かがやく栽培椎茸など自然食品を囲み、大会場での大交流会で盛りあがった。 
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市内の見学では、菊池市ご自慢

を順次見学。 
左は有名な菊池の「走るブタ」

通常、飼育されるブタは、肉が

固くなるとして運動させない。

ここでは放し飼いで旨みのある

ブタに。実際、ブタが猛烈なス

ピードで駆け回っている。 
2 日目には、甘さ判定機つきメ

ロンの生産現場や、菊池まるご

と市場も見学した。 

 

椎茸の収穫期は年 2 回ある。 
訪れたときは、1 カ月早く、こ

れから出そろう前。 
それでも現地で金賞の味わいを

賞味。醤油が旨味を引き出す。 
風通しと適度な湿度が上質の椎

茸を育てる。菊池盆地の奥まっ

た渓谷の上に広がるこの森林が

栽培によいらしい。 
 
震災の影響：地域によっては大きなダメージを受けたが、復旧も進んで市内は活気がある。

景勝地、菊池渓谷の復旧は遅れている。 
来春には、観光客も渓谷に立ち入ることができることのなる模様だ。 
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西日本新聞社「石橋湛山記念 早稲田ジャーナリズム大賞」を受賞 

 
 

コンビニ、飲食店、語学学校、工場に外国人がいる。漁港や畑や介護施設にもい

る。私たちのまわりに若い外国人の姿が増えたことは、誰もが気づいている。だ

が、彼や彼女たちはどこから、どんな経緯できたのか、日本でどういう暮らしをし

ているのか、私たちはほとんど知らない。本作品は彼らが学び、働き、暮らしてい

る現場だけでなく、出身国の送り出し機関まで取材し、その荒んだ実情を次々に明

らかにしていく。根本にあるのは、異文化に不寛容なまま、3Ｋ仕事の人手不足を補

うため、「留学生 30万人」のかけ声の下、低賃金労働力だけを集めようとする日本

政府の政策である。「労働力を受け入れたつもりだったが、来たのは人間だった」。

私たちの側には、彼らを人間として見、人間としてつきあう準備がまったくできて

いない。そして、この多様性を拒絶し、周縁に押しやって、見て見ぬ振りをする姿

勢自体が、この国の経済や政治や文化が活力を取りもどす機会を失わせているので

はないか、という指摘は鋭い。 

授賞理由（選考委員：吉岡忍氏） 

 
 

 
西日本新聞社「新 移民時代」取材班（代表 坂本 信博 西日本新聞社編集局社会部デス

ク兼遊軍キャップ）は、第 17 回 石橋湛山記念 早稲田ジャーナリズム大賞「草の根民主

主義部門大賞」を受賞された。受賞そのこともさることながら、受賞理由が素晴らしい。

取材班面々にとっても、1 年の苦労が報われる気持ちと察する。 
同取材班は、昨年来、未来を創る財団の企画したワークショップ、ラウンドテーブルなど

にも広く参加されてきた。6 月 17 日には、九州大学西新プラザキャンパスで、新 移民時

代公開シンポジウム「フクオカ円卓会議」を共催した。 
 

 
 

本賞は広く社会文化と公共の利益に貢献したジャー

ナリスト個人の活動を発掘し、顕彰することによ

り、社会的使命・責任を自覚した言論人の育成と、

自由かつ開かれた言論環境の形成への寄与を目的と

している。同社取材班の今回の受賞は、定住外国人

政策研究会全員ともに喜びを分かち合いたい。未来

を創る財団としても、ご同慶の到りである。 
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2017.11.13 News @大館市「地域における外国人問題への取り組み」講演会 

 
11 月 13 日、13:30 から秋田県大館市庁舎議事堂で、地域における外国人問題をテーマ

に、未来を創る財団、石坂代表理事による講演が行われた。 
大館市は、大館能代空港から車で 30 分の至近にある。北秋田の代表的地域として、存在

感を見せている。圏内にはニプロ、同和鉱業など有力企業の事業所の他、株式会社大館製

作所など地場企業も健闘している一方で、秋田県は少子高齢化で全国の先端をいく。 

 
福原大館市長、中田商工会議所会頭をはじめ、副市長を筆頭に大館市役職員 70 名が参

加。わが国の外国人問題への取り組みの現状、全国各地域の実情、これからの課題など、

石坂芳男氏から解説。出席者の真剣な眼差しからは、人口問題への危機感もうかがえる。 
国内で外国人の受け入れに関する制度の整備

は進んでいないが、現実に 200 万人を超える

外国人が日本国内に在留する事実。国家戦略

特区による受け入れや技能実習生の制度改善

などを通じて、可能な限り外国人の受け入れ

を推進しつつ、還流型でなく、定住型の居住者

として外国人の受け入れを進めることが地域

の活性には重要であると石坂氏は指摘した。  

中田会頭は事業者にもぜひ聞かせたかったと述べ、石坂代表も再度の訪問を約した。 

 

石坂代表、福原市長、中田会頭、麻植事務局

長（左から）。（右）大館市・北秋田市・小坂

町地域連携の「秋田犬ツーリズム」DMO バ 

ッジ。現実の忠犬ハチ公は

大館生まれ。生粋の秋田犬

は今や数十頭しかいない。

このバッジも希少品だ。   
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2017.11.13 News 大震災後のネパールを訪問 

 
2015 年 4 月 25 日の大震

災から 2 年半。復興は進ん

でいないとのインターネ

ット情報もあったが、街は

平穏で活気がある。 
ネパールは、王政から共和

制へ 2008 年に移行したば

かり。前回 2012 年に訪問

したときは、インフラ整備

が進まず、連日、夜間の大

半は停電。もちろん通信状

況も不完全で通じなかっ

た。が、今回驚いた。人口  

2 千万人にモバイル 3 千万。地域差、貧富差なく、老若男女みなモバイル生活。過疎地に

は移動式 ATM が行く。今年、画期的なことは停電がなくなった。電力会社の総裁が変わ

っただけという。通信回線の改善も劇的。経済も改善。大震災も難なく乗り越える活力。 

中国が後押しする共産党とインドが後押しするネパール会議派が拮抗。もともとインドの

文化圏だが、強兵グルカのおかげで、植民地にならず、逆にグルカ兵を旧英連邦へ提供し

てきた。英語は小学校から教えている。今回のガイドは、日本留学後、教師から日本語ガ

イドに転じたプラカシュ・パウデル氏 36 歳。彼の子供時代、外国人といえば、アメリカ

人か日本人しか皆知らなかったという。今もネパールは、大の親日国だ。 

 

アンナプルナ・サウスを背にプラ

カシュ・パウデル氏。ガイドの

「日本語名」一郎。バラモン系の

父親からはいつも「勉強をしなさ

い」と言われてきたという。4 人

の仲間で設立した旅行会社は、2
年後の大震災で全員脱落。借金し

て皆の出資を引き受け、軌道に乗

せた。誠実で、知性があり、温和

な性格だが、ガッツがある。 

ネパールには鉄道がない。いま中国政府は、例の計画もあり、ネパールを東西横断する鉄

道敷設を提案している。完成すればネパールの発展に大きく寄与することは間違いない。 
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2017.11.17 News 現地報告「ネパールの日本語学校」 
 
ネパールは親日国。 
子供のころ、外国という

のは、日本とアメリカだ

けと思っていた、とネパ

ールの知人はいう。それ

しか知らなかったらし

い。文化圏はインド。 
いま中国人、韓国人の進

出が盛ん。英のインド統

治の影響か、いまも英語

は小学校から教える。 
2008 年共和制に移行。 

活気あふれるカトマンドゥ市内－震災の影響は感じない 

 
初期の政治的混乱を越えて、経済建設が進む。海外への出稼ぎも多い。若い人は、自国の

3Ｋは他国に任せ、他国へ出かけて 3K でも稼ぐ。現在 1,500 人/日が外国へ渡航する。出

かける先は、主として米・加・豪の英語圏。最近、日本への語学校留学が急増した。ネパ

ールでは英語学校も多いが、日本語学校が急増。日本の日本語学校に留学する資格を得れ

ば、アルバイトで稼ぐことができる。週 28 時間の制約があるが、遵守されていない。 
カトマンドゥ、ポカラなど主要都市で見られる数々の外国語学校 

   

   
日本では、数年のネパールからの留学生急増とアルバイト主体の留学実態が問題視されて

いる。ネパールから日本へ語学留学するには、ある程度の日本語をマスターするか、ネパ

ールの日本語学校で 150 時間の履修証明が必要になる。さらに、日本で受け入れる先の
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日本語学校へ 80 万円～100 万円の授業料の先払い証明が必要。ネパールの日本語学校の

授業料は 5～6 万円。併せて莫大な借金が必要になる。GDP は一人あたり 10 万円。 
英語圏諸国も留学生の受け入れ制度がある。ビザ発給の条件は英語力テストの合格。 
日本の場合の受け入れ基準は、現地日本語学校の受講証明が主力になっている。証明はネ

パールの日本語学校に任され、どこまで受講したかフォーローできない。 

 
街中ではジャングルの蔦のようにケーブルが絡み合っているが、これで電力と通信が確保

され、経済の活力につながっている。これがライフラインとも言える。 
ネパールが開国したのは 1951 年。王政から共和制に移行したのが 2008 年。産業基盤、

社会制度など近代化の途上にある。160 の人種と言われる多民族国家だが、ヒンドゥー教

9 割、仏教 1 割が共存する穏やかな国民性。インド系の会議派と中国系の共産党も、相互

に協調性がある。政府は教育に注力し、今年から 6334 制に移行した。英語力もあるアジ

アからの貴重な人財が提供できる国である。語学留学生のアルバイトだけでなく、早く、

ネパールからの労働力受け入れを正常化し、相互の発展に役立ててほしい。 

 
保存地区でもある観光地域タメルにあるオフィスで 

プラカシュ・パウデル氏。今回

旅行の手配とガイドをしてくれ

た。「日本語名」一郎。父親から

はいつも「勉強をしなさい」と

言われてきたという。4 人の仲

間で設立した旅行会社は、大震

災後借金して皆の出資を引き受

けた。誠実で、知性があり、温

和な性格だが、ガッツがある。

Site：www.himalayanhub.com 
Facebook：himalayanhub 

日本の知人も多いので、日本との懸け橋としても期待されている。 
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2017.12.08 News ブイチトルン教授を迎えて定住外国人政策研究会 

 
12 月 8 日、18:30 から霞が関シーボニアメンズクラブで、愛知淑徳大学ブイチトルン教

授をゲストに招いて、定住外国人政策研究会を開催した。 
ブイチトルン教授はベトナム出身、在日歴 50 年近い。定住外国人と言えるが、長年、外

国人問題だけでなく、諸国の政策、文化の現代社会比較研究学に携わっている。 
本日の招聘に先立ち、9 月 20 日（水）研究会の戸田佑也氏と事務局長麻植で愛知淑徳大 
学に教授を訪ねた。 
この日のインタビュで教授は、

『外国人受け入れに対する「理

念」の明示が先決である』 

としたうえで・・ 

・社会全体で考える 

・将来どうなるかの問題 

・メリットがあるのか 

・よその活力を受け入れる 

・マイナス面をどう減らすか 

・おおすじをハッキリさせる 

・社会全体をよくする考え  

・社会をイノベーションする必要がある 

・よそ者を誘引 

・時期、社会状態による受け入れ外国人カテゴリーの設定が必要 

など、外国人問題に対する客観的かつ大局的意見を述べた。 
この指摘は、現在われわれが直面する外国人諸問題の方向性をほぼカバーする。 

 

研究室にて（撮影：戸田佑也氏） 

本日 8 日の討議で教授は「外国人の受け入れを、社

会人の立場としてどう扱うべきか」と問題提起。 

また各論としては； 

現実として日本より韓国・台湾の方が希望者が多い。 

理由は； 

・ビザの在留期間が長い→韓国 10年、台湾 12年 

・留学生：日本は勉強だけで帰国。韓国・台湾では企

業が学生に就職を予約 

・日本の対抗策一案：企業からの奨学金制度 

生活者として受け入れるべきである、とする当研究会の考えと共有する。 
外国人をめぐる大局的視点と現実対応の組みあわせ施策は、改めて再点検を行う。 
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2018.01.11 News 意見交換会フォローアップ「豊岡市」 
 
豊岡市フォローアップ・メモ 2018/01/11～/01/12 
インタビュ：中貝宗治市長 
2018 年 1 月 11 日（木）9:30～ 
場所：都市センターホテル（ロビー） 
インタビュア：石坂・麻植・小田垣氏 
外国人：現在の豊岡市は在住外国人800人
（人口比 1%）。労働力として在住するが、

地域とのつながりがない。日本語を教え

るなど検討中。安価な労働力から過疎地  
域の人不足解消へ移行中。時間の問題だが、受け入れへ心のハードルは下がりつつある。 
市全体の方向性：2017 年に基本計画として「小さな世界都市」構想を決定。 
小さな世界都市の条件： 
１ 古いものを大切にする。 
２ すぐれたアートを発信→城崎国際アー

トセンター：昨年の応募 94 団体 25 カ国 
３ 環境問題を重視 
４ 多様性の受け入れ：活力にもなる。 
専門職大学、「あいうえお」学習支援、小学校

“英語遊び”指導者派遣、平田オリザ氏指導

日本語教育を“演劇から”学ぶその他試み  
インタビュ：2018 年 1 月 12 日（金） 
大交流課小林辰美参事 

 
インドネシア人（技能実

習）に日本語教育（「あい

うえお」学習）豊岡観光イ

ノベーション：（Destination 
Management/Marketing 
Organization）DMO に 5 社

30%出資 

田口幹也アートセンター長 

 
城崎国際アートセンター：

アーティスト・イン・レジデ

ンス応募 94 団体 25 ケ国：

採用 16 団体。アーティスト

が住める街→価値観を認め

合う→若い人が住める街 
国際芸術祭構想も。 

城崎西村や西村総一郎社長 

 
外国人採用： 
年限 1 年（8 人）2017/6/21
～2018/6/20 
年限 1 年（8 人）2018/7～ 
追加：高度人材（管理者） 
日本語学校：域北の連携→

鳥取市 
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2018.02.20 News シアトル日米協会シンポジウウム 
 
移民について日米とも、対局的立場でそれぞれ課題を抱えている。ともに語り会おう。 
という米ワシントン州日米協会の招聘をうけ、2 月 20 日（火）、ワシントン州立大学大講

堂で開かれたセッションに、未来を創る財団石坂芳男代表理事が参加した。 

 
『Japan Update Series: Immigration and Workforce Diversity 

Contrasting Issues for Japan and the United States』 
在シアトル山田総領事の冒頭挨拶の後、石坂氏は、少子高齢化が日本社会に与える深刻な

影響、課題、展望を”Japan is shrinking, but shrinking smartly”と語った。 
米側は、ワシントン州判事スティーブン・ゴンザレス氏が演壇に立ち、米国移民史History 
of U.S. Immigration Policyをきわめて率直に報告した。 
石坂氏は、政府としての正式な表明がないまま、200万人以上の外国人が居住する現状、

人手不足に対する働き手への需要は日を追うごとに増えている日本の実態を認めつつ、法

律制定にはどこの国でも時間がかかる。その間、さまざまな対応方法を進めていると日本

の実情を説明。ゴンザレス判事は、1776年の独立宣言以来の米国の移民政策について、今

日までとられてきた差別的な移民政策を立法事実から縷々説明した。（全セッション英語） 

 

“ テーマ & ネットワーキング ” 20 Feb 18     “ A Brighter Future for the Next Generation ”                                               

        一般財団法人 未来を創る財団                            The Outlook Foundation                                         

 



33 
 

寒波の到来したこの日、数百人収容の大講堂で、日系人を含む多数の若い世代、シニア世

代市民の参加を得たこのシンポジウム。大半が移民の歴史をファミリーにもつ米国では、

移民Immigrationに対してそれぞれ特別の思いがある。日米の歴史は大きく異なるが、それ

らを背負って今日の社会がある点、相互の共通認識も生まれてくるとの思いを深くした。 
 

・・レセプションにて・・ 
ゴンザレス判事と開会挨拶された山田総領事 石坂氏とファシリテーター クリス・ヘルム氏 

  
石坂代表と山田総領事 ロースクールで研修中の上田弁護士も参加 

  
多様な歴史と背景をもつ人びとが共生 全米トップ住みやすい都市シアトル 
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2018.02.21 News シアトルの有力企業群アマゾン、スターバックスを見学 
 
ワシントン州シアトル日米協会のオールソン明子氏（プログラム&オペレーション ディ

レクター）に案内いただき、在シアトル有力 2 企業を訪問し見学した。 
アマゾン本社見学 

9:50 アマゾン本社ビル受付 

10:00アマゾンと AWSアマゾン・ウェブサービス

両社の概要と企業文化の紹介 

10:45オフィスツアーと Amazon Goストア 
AWS エグゼクティブ・ブリーフィング・センタ

ーの浜中真介さんと AWS 事業開発本部の中村武

由さんにご案内いただいた。 
巨大企業だが、整然とした秩序よりも、社員の創

造性を引き出すことを重視している。社内各所に

フリースペースが用意されている。  
いつでも自由に一人で、あるいは仲間と共用できる。エレベーターの壁はホワイト・ボー

ドになっている。エレベーターの中でも議論しろ、という趣向。 
開店したばかりの AMAZON GO の店舗を見学した。登録した ID カードの保有者となら

複数の人が入店できる。店舗内の商品はそのまま持ち帰り、代金は ID カードに賦課。監

視カメラが人物の特定と商品を記憶しチャージするところがみそ。第二本社構想も公表さ

れ、全米のどこに決まるのか、両本社の関係はどうなるのか、会議はどうするのか、おひ

ざ元でも持ち切りだ。アマゾンは長期経営企業ではない。超長期経営企業だとベゾス氏。 
ジェフリー・ベゾス氏は、宇宙本社とか、まったく違うことを考えているのだろう。 
 
午後はスターバックス本社を訪問 

ご案内いただいたのは、中国アジア太平洋事業開発部

門の Ken Katsumi Barron さん（プロダクト・マネー

ジャ）。母方が日系、日本に在住した期間もながく、パ

ーフェクトな日本語。VIP の通訳経験も豊富とか。見

学で印象的だったことは、社員に対して経営者が、企

業文化を理解し大切にするよう、あらゆる機会をとら

えて、くり返していること。 
全世界のスターバックス店は、たんに飲み物の提供を

するというより「スターバックスで過ごす」という文

化を提供することに価値観をもとめている。 
飲みモノから過ごすコトへ。1971 年創業のこの会社は  
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「モノからコトへ」シフトする先駆け企業といえる。企業文化の重視という経営方針が、

この価値観を生みだす源泉になっている興味深い訪問であった。 
 
今回の訪問で気づいた両社の共通点は、いかに社員を大切にしているか、それをさまざま

な方法、形で社員に伝えつづけていること。 
会社がいかに環境を大切にし、それに貢献しているかも同時に大切にし、社員にそれを伝

えている点も共通していた。 
ESG で一歩世界の先をいく企業の一つの注目すべきトレンドとして頷ける。 
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2018.03.05 News 台湾政府の地方創生政策 
 
台湾における少子高齢化問題を取材のため、台湾政府国家発展委員会を訪問した。 
委員会は中央省庁の省にあたる。同委員会「国土区域離島発展処」処長郭翡玉女史が参加

して、意見交換会が始まった。処長は日本の局長にあたる。 

 
日本の現状について、政府は方針を決める。実行するのは各自治体。地域によって実情が

異なるので進捗状況はまちまち。各自治体のうえに都道府県があるので、意思決定に時間

がかかる。未来を創る財団は、地域と中央の意見をつなぐ活動をしている。と説明した。 

 

冒頭、郭処長は、我われは日本の地方創生政策を学習し、

昨年から順次政策実行を進めている。用語もそのまま地方

創生。今日は、地方創生で先輩の日本から訪問を受けて、

いま興奮している。と述べた。 
昨年（民国歴 106 年）4 月に台湾政府の地方創生政策はス

タートした。まだ試行錯誤の段階。順次改善をかさねて、

実効あるものにしていきたい。いずれ、日本でもワークシ

ョップを開くことを検討していると説明があった。 
台湾の施策で興味深いのは、設計士団体の協力を得て、各

地域の設計士から地方創生への提案をしてもらっている。

興味深いチャレンジだ。 
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郭翡玉処長（中央右）を囲んで 
設計士団体の協力による台湾全土 18 市縣の設計コンテスト 
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2018.03.12 News スイスワイン「シャスラ」を楽しむ会 
 
3 月 12 日（月）、恒例のスイスワインを楽しむ会を開催した。 
未来を創る財団の理事監事評議員の懇親会としてスタートしたが、今年からは、若い世代

の人たちとのコミュニケーションを中心とする懇親会に拡大した。 

 

 
未来を創る財団國松会長のあいさつで乾杯。 
シャスラ種はスイスが自慢する白ワイン。スイスワインは 

すべて国内で消費されるので、海外では滅多にお目にかかれないが、スイス政府がこれか

らの輸出品目として育成に力を入れている。会場は 40 名近い若手参加者で賑わった。 
この日のシャスラは、ゴールドメダルに輝いたレマン湖畔のワイン農家によるもの。 
設立 5 周年の今年、未来を創る財団は“未来への投資”を呼

びかけ、みらい『ミレニアム倶楽部』の準備を進めている。 
財団への寄付会費は未来への投資、とする考え方に賛同する

方がたを会員に迎える。 
会員向けイベントとして、つぎのようなプランを企画中。 
・（魅力的な）ゲスト、会員、財団関係者による懇親会 
・（魅力的なテーマとスピーカーによる）懇話会（年 4 回） 
「社会経済懇話会」 
「社会経営懇話会」 
「社会地域懇話会」 
「社会国際懇話会」 

・（第一線の執筆者による）ニュースレターの配信、活動ニ

ュース、その他の情報リリース 

 

 
© 2018 The Outlook Foundation, All rights reserved.  
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2018.03.28 News 米ワシントン州シアトル日米協会ディレクターが来訪 
 
先月シアトルで開催のワシントン州日米協会主催シンポジウムをコーディネートされたオ

ールソン明子氏（プログラム&オペレーション ディレクター）氏が、3 月 30 日（水）未

来を創る財団を来訪。石坂代表理事のシアトル訪問への答礼と今後の協力関係を協議。 

 

今回の来日は、9 月に予定されている

Japan America Grassroots Summit 
https://jassw.info/event-2785751「日米

草の根交流サミット」の参加プロモーシ

ョンが目的。このサミットは、米ワシン

トン州日米協会の呼びかけで、各年日米

で交互に開く大会。今年で 28 回目。オ

ールソン氏は 3 月 2 日に来日し、1 カ月

かけて日本各地を巡訪している。 
海を越えて、地域と地域をつなぎネット

ワークを深める試みは、グローバル化時

代のさきがけといえる。地域活性の観点

からも、新たな視点の国際交流としても

興味深い。全米の日米協会のなかでもワ

シントン州の日米協会 https://jassw.info/ 
の活動は群を抜く印象を受けると、米国

勤務が長い石坂代表理事がシアトル訪問

の感想を述べている。 
シアトルには、移住者の他、米国企業で

働く人、研修で滞在している人など、予

想以上に日本人の在住者が多い。 
オールソン氏は、別の企画として、女性活躍テーマもあげた。 
未来を創る財団では、第一次中期計画で、

女性活躍も 4 大テーマの一つとして取りく

んでいるが、長時間労働の根源にある、日

本社会の低生産性の改革からまず着手の予

定と説明。このアプローチに、女性の立場

からオールソン氏も大賛成。同協会の企画

が具体化に向け協力することを約した。  
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～ 明るいみらいへの投資 ～

 

みらい 『ミレニアム倶楽部』 

近い将来予想される急激な労働人口の減少。肥大化する一方の社会保障費と世代間格

差の拡大。進展しない規制改革、長時間労働の主因とされる非効率な社会生産性。 
他方、急速な技術発展を遂げつつある中国・インドほかアジア諸国をはじめとする新

興国と、IT・デジタル化を加速させる欧米諸国。 
未来を創る財団は、次世代が直面するこれらの課題を共有し、ブレークスルーしたい

と考え、2013 年に設立しました。 
社会の生産性を劇的に改善し、グローバル競争を勝ち残る路を模索。21 世紀をけん引 

する『未来』の構想と行動を推進します。 

社会が困難な壁に立ち向かう今、日本のよさと潜在能力によって未来を創る財団は、

平和な社会の変革による『明るい未来』への投資のため、みらい『ミレニアム倶楽部』

に賛同されるメンバーを募ります。 

 

みらい『ミレニアム倶楽部』（賛助会）年会費 

＜年会費は公益財団法人－申請中－の認可があった後に発生します＞ 

個人会員：10万円（年）  準会員：3 万円（年）* 30 歳未満の方 

法人会員：100 万円（年） 

【口座：三菱東京 UFJ銀行青山通支店 普通預金 0214497 未来を創る財団】 

＊ その他特別賛助寄付金：特定のテーマ・プロジェクトにご賛同の賛助寄付金 

未来を創る財団は政治、宗教その他に対し一切関与、代表しない独立した第三者機関です。 

 

“会員をご招待する”みらい『ミレニアム倶楽部』イベント 

（魅力的な）ゲスト、会員、財団関係者を交えた懇親会（年 2 回） 

（魅力的なテーマとスピーカーによる）懇話会（年 4回） 

・社会経済懇話会 

・社会経営懇話会 

・社会地域懇話会 

・社会国際懇話会 

（第一線の執筆者による）ニュースレターの配信、活動ニュース、情報リリース他 
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みらい 『ミレニアム倶楽部』 （未来を創る財団 賛助会） 規約 

第１条 本会はみらい『ミレニアム倶楽部』未来を創る財団賛助会と称する。 

第２条 本会は未来を創る財団（以下「財団」）の公益活動を支援する目的で設置する。 

第３条 本会は財団（東京都渋谷区恵比寿南 1-7-8-608）に事務局をおく。 

第４条 本会の代表者は財団の代表者が兼務する。 

第５条 本会につぎの会員をおく。 

 １ 法人会員 

 ２ 個人会員 

 ３ 個人準会員（30歳未満の方） 

第６条 本会の趣旨に賛同する法人または個人は、本申込書に所在地または住所ならびに

法人名および代表者名または氏名を記載のうえ、財団あて提出する。 

第７条 会員は財団に対する賛助寄付金としてつぎの年会費を財団の指定口座に振込む。 

 １ 法人会員 100万円（暦年） 

 ２ 個人会員  10万円（暦年） 

 ３ 個人準会員 3万円（暦年） 

第８条 会員はいつにても、入会を取消し、または退会することができる。 

第９条 年会費の振込み以前に退会した会員は、その年度の会費を負担しない。 

第１０条 本規約の成立および変更は財団の理事会の議決によって行う。 

【口座：三菱東京 UFJ銀行青山通支店 普通預金 0214497 未来を創る財団】 

 

 

みらい 『ミレニアム倶楽部』 入会申込書 

＜年会費は、財団の活動が十分であると思われた場合に、お支払いください＞ 

 

未来を創る財団 代表理事 石坂芳男殿 

 

 当法人（または私）は、みらい 『ミレニアム倶楽部』 賛助会の趣旨に賛同し、貴財団が公益

財団法人になることを条件に、法人会員（または個人会員）として入会を申込みます。 

（会員は「未来を創る財団賛助会」の規約により、各年会費の払込みまで、いつでも入会

を取消しまたは退会することができます。） 

 

西暦    年  月  日 

所在地（またはご住所） 

 

法人名および代表者名 

（または個人のご氏名） 

＊ お申込みは Fax03-5489-0506 または 

・ メール abrighterfuture@theoutlook-foundation.org にてお願い申しあげます。 
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未来を創る財団（概要） 

事業目的 
「新たな日本」構築にむけた人としくみづくりを通じて”次世

代に明るい未来をおくる” 

事業内容 社会活動事業の交流、社会活性化に向けた諸研究提言他 

設  立 2013年 8月 21日 

主たる事務所 東京都渋谷区恵比寿南 1-7-8-608 

会長 國松孝次  代表理事 石坂芳男  事務局長 麻植 茂（理事） 

お問い合わせ abrighterfuture@theoutlook-foundation.org 

連絡先 麻植 茂（事務局長）090-3330-3584 

 

現代をブレークスルーする諸課題への建設的意見を発信、議論を発展させ、超高齢化社会

での発展をめざした提言を行います。メッセージの交信を大切にします。  

 

会長 國松 孝次 特定非営利活動法人救急ヘリ病院ネットワーク 会長 
評議員 伊藤 博士 公益財団法人トヨタ財団前常務理事 
 元 鍾 鶴 韓国租税財政研究院研究委員、経済学博士 
 マイケル・カワチ 米弁護士、カリスキャピタル代表 
 榊原 圭子 東洋大学社会学部社会心理学科講師、博士（保健学） 
 西川 広親 独立行政法人勤労者退職金共済機構理事 
 浜村 浩幸 太陽グラントソントン税理士法人代表社員 
理事 石坂 芳男 代表理事、トヨタ自動車株式会社顧問、同社元副社長 
 麻植  茂 事務局長、元公認会計士 
 石黒 美幸 弁護士、長島・大野・常松法律事務所 
 岡村  進 株式会社人財アジア代表取締役 
 河合江理子 京都大学大学院総合生存学館教授、BIS、OECD勤務後現職 
 武田 真彦 一橋大学国際公共政策大学院教授、元日銀、元 IMF 
 毛受 敏浩 公益財団法人日本国際交流センター執行理事 
監事 佐藤 明夫 弁護士、佐藤総合法律事務所代表 
 藤沼 亜起 公認会計士、元国際会計士連盟（ＩＦＡＣ）会長 
アドバ

イザー 
鈴木 崇弘 城西国際大学大学院 

国際アドミニストレーション研究科客教授 
 

「未来を創る財団」賛助会 寄付金 
法人会員：100 万円（年） 
個人会員：10 万円（年）準会員 *：3 万円（年） * 30 歳以下の会員 
振込み口座：三菱東京 UFJ 銀行青山通支店（普）0214497 （一財）未来を創る財団  

http://www.theoutlook-foundation.org/admin/wp-content/uploads/2014/04/99d0a62d33af0fc461a639bf200cf494.pdf
http://www.theoutlook-foundation.org/admin/wp-content/uploads/2014/04/14115b7ac1cea5e730d99efa077399fd.pdf
http://www.theoutlook-foundation.org/admin/wp-content/uploads/2014/04/cde42ab2f5d41db807c25d81d42af7f3.pdf
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一般財団法人 未来を創る財団 

 

 
 

事業目的 
「新たな日本」構築にむけた人としくみづくりを通じて”次

世代に明るい未来をおくる” 

事業内容 社会活動事業の交流、社会活性化に向けた諸研究提言他 

主たる事務所 東京都渋谷区恵比寿南 1-7-8-608 

お問い合わせ abrighterfuture@theoutlook-foundation.org 

ホームページ http://www.theoutlook-foundation.org/ 

「未来への投資報

告」発行責任者 
麻植 茂（事務局長）090-3330-3584 

 

 

 

当財団は政治、宗教その他に対し一切関与、代表しない独立した第三者機関です。 
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